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　現行民法典では、第 3 編「債権」第 2 章「契約」第 2 款「契約の効力」に
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売主より買主に危険が移転するとする国内法もある（スイス債務法 185 条）。
また、所有権の移転とリンクさせる法もある（1979 年イギリス動産売買法 20
条 1 項、フランス民法 1138 条）1）。
　しかし、今日では、他の国内法制においても、目的物の買主への引渡しに危
険の移転を認めるものが多くなっており 2）（ドイツ民法 446 条、アメリカ統一
商事法典 2-509 条 3 項）、統一法秩序に見られるように比較法的には、引渡し
に危険の移転を認めることが原則として確立しているといえる。











があったが、改正法では、その効果の内容が明示されている。改正法 413 条 1
項では、特定物の提供時から、債務者の保存義務が善管注意義務から自己の財
産に対するのと同一の注意義務へと軽減され、その 2 項では、増加費用を債権
者負担とする旨が規定される。そして、第 413 条の 2 第 2 項では、提供時以
後に当事者双方の責めに帰することができない事由によって履行不能となった
ときに、その履行不能が債権者の責めに帰すべき事由によるものとみなされる。
1）　Gillette & Walt, The UN Convention on Contracts for the International Sale of Goods 
: Theory and Practice （2nd ed.）, 2016, at 269.
2）　Ibid.
3）　R.Schwarze, Das Recht der Leistungsstörungen （2 Aufl.）, 2017, S.595.
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これにより、改正法 536 条 2 項の規定が適用され、債権者の責めに帰すべき
事由によって債務を履行することができなくなったときは、債権者は、反対給
付の履行を拒むことができない、ということになる。










































5）　von Bar & Clive,Principles,definitions and model rules of European private law : 












































































6）　I. Bach, Leistungshindernisse, 2017, S.561.






































































7）　Sagaert/Storme/Terryn, The Draft Common Frame of Reference : national and com-





















































































































































































































12）　Bulgarska turgosko-promishlena palata （Bulgarian Chamber of Commerce and In-
dustry） （Arbitral Award）,12.02.1998.
13）　Audiencia Provincial de Palencia （Spain）, 26.09.2005, Sentencia 00227/2005.
















































⑤ 2003 年　仲裁裁定 16）
【事実】イタリアの服飾品の製造者とアメリカの販売店との間で独占販売契約
15）　Landgericht Aachen （Germany）, 14.05.1993, 43 O 136/92.
16）　ICC International Court of Arbitration （Arbitral Award）, 00.00.2003,11849.




に対して買主が信用状の開設を拒絶して争いが生じた。8 月 2 日の手紙では、
売主は受領後 20 日以内に信用状を開設することを求め、そうしない場合には
合意を解除すると述べた。そして両当事者間で交渉がなされ、最終的には 9 月


















17）　Supreme Court of Poland （Poland）, 11.05.2007,V CSK 456/06.
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⑨ 1995 年 6 月 23 日　ドイツ（Amtsgericht München）20）
18）　Belarucian Chamber of Commerce and Industry International Court of Arbitration 
（Arbitral Award）, 05.10.1995, 24/13-95.
19）　Oberster Gerichtshof （Austria）, 06.02.1996, 10 Ob 518/95.
20）　Amtsgericht München （Germany）, 23.06.1995.


























21）　Landgericht München （Germany）, 20.02.2002, 10 O 5423/01.
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には、損害軽減義務を規定する 77 条と 80 条（債権者の不履行）に依拠して
損害の発生に半分ずつの寄与度があるとして、半額分の損害賠償請求を認めた。











22）　Bundesgerichtshof （Germany）, 26.09.2012, Ⅷ ZR 100/11.
23）　Oberster Gerichtshof （Austria）, 22.11.2011, 4 Ob 159/11b.
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⑭ 1995 年 2 月 8 日　ドイツ（Oberlandesgericht München）25）
【事実】ドイツの売主とイタリアの買主との間で 11 台の自動車の売買契約が
なされ、10 月末までに引き渡されることとされた。その後、売主から自動車
の一部の早めの引渡しの提案に対して、買主はすべての自動車の 8 月 15 日ま
での引渡しを求めた。これに対して、売主は 8 月 15 日から数日後の時点で、







24）　Landgericht Düsseldorf （Germany）, 09.07.1992, 31 O 223/91.
25）　Oberlandesgericht München （Germany）, 08.02.1995, 7 U 1720/94.
危険負担・受領遅滞66
初の契約が有効である。売主が物品の引渡しをしなかったことは、買主が受取
りをしなかったことが原因である。したがって、買主は 80 条 1 項により損害
賠償を請求する権利を喪失する。

















⑯ 1996 年 12 月 10 日　仲裁裁定 28）
26）　Obelandesgericht Koblenz （Germany）, 31.01.1997, 2 U 31/96.
27）　Schlechtriem & Schroeter （6 Aufl.）, Internationales UN-Kaufrecht, 2016, S.244.
28）　Hungarian Chamber of Commerce and Industry Court of Arbitration （Arbitral 





















⑱ 1995 年　仲裁裁定 30）
Award）, 10.12.1996, Vb/96074.
29）　Cάmara Nacional de Apelaciones en lo Comercial, Sala C （Argentina）, 31.10.1995, 
47448. 













をし、それによると、売主は US ＄60.000 を損害として支払うが、そのうち
US ＄20.000 は定められた日に現金で支払うこととされ、残りは両当事者間の
さらなる処理で賠償されることとされた。しかし、売主は US ＄20.000 を支払












31）　Oberlandesgericht Koblenz （Germany）, 14.12.2006, 2 U 923/06.
























32）　Amtsgericht Duisburg （Germany）, 13.04.2000, 49 C 502/00.
33）　Oberlandesgericht Schleswig （Germany）, 22.08.2002, 11 U 40/01.
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残代金の支払いを求めて、買主に対して訴訟を提起した。第 1 審、第 2 審、請
34）　Oberlandesgericht Karlsruhe （Germany）, 20.11.1992, 15 U 29/92.
35）　Bundesgerichtshof （Germany）, 02.03.2005, Ⅷ ZR 67/04.
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求棄却。



















36）　Audiencia Provincial de Cordoba （Spain）, 31.10.1997.
37）　M. Bridge, Risk of Loss （chapter 2） in : DiMatteo/Jansen/Magnus/Schuze :Interna-
tional Sales Law, Contract,Principles & Practice, 2016, at 646.
38）　I. Schwenzer, Commentary on the Convention on the International Sale of Goods 
（CISG）（4th ed.）, 2016, at 971.
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㉖ 1997 年 7 月 17 日　オランダ（Arrondissementsrechtbank Arnhem）42）
【事実】オランダの売主がドイツの買主にオークションで、画家 Henry van der 
Velde の作品とされる絵画を売却した。第 2 番目のドイツの競売人によって購
入された後、絵画は国際的に有名な競売店に提供された。しかし、専門家によ
る鑑定後、競売店は絵画が当該画家の作とすることはできないと主張した。そ
39）　supra note 27, Schlechtriem & Schroeter, S. 246.
40）　supra note 38, Schwenzer, p 986.
41）　Rechtbank van Koophandel, Ieper （Belgium）, 18.02.2002, A. R. 318/00.
42）　Arrondissementsrechtbank Arnhem （Netherlands）, 17.07.1997.








Henry van der Verde の作だというどんな表示も存在しない。したがって、売
主は適合した引渡しをしたといえる。














㉘ 1996 年 4 月 29 日　メキシコ（COMPROMEX, Comisión para la Protección 
43）　Oberlandesgericht Hamm （Germany）, 23.06.1998, 19 U 127/97.
危険負担・受領遅滞74



















44）　COMPROMEX, Comisión para la Protección del Comercio Exterior de Mexico（Mex-
ico）, 29.04.1996, M/21/95.
45）　これに関する近時の邦語文献として、特に以下のものを参照。山田創一「危険負
担に関する債権法改正」法学新報 122 巻 9・10 号（2016 年）563 頁、同「危険負担
に関する債権法改正の考察」日本不動産学会誌 30 巻 1 号（2016 年）48 頁、野中貴
弘「契約不適合物の危険移転法理」日本法学 82 巻 4 号（2017 年）67 頁、同「契約
適合性への買主の信頼」日本法学 83 巻 1 号（2017 年）55 頁。
46）　石崎・前掲注 4『新民法典成立への扉』263 頁。





いる現行法・改正法においても、これを信義誠実の原則（民 1 条 2 項）から
導くことによって、解釈の基礎に据える必要がある。
　改正法では、新たに、債務者の提供時以後の注意義務の軽減（第 413 条 1
項）と増加費用の債権者負担（第 413 条 2 項）の規定に加え、債務者提供時
以後の双方の帰責事由のない履行不能が債権者の責めに帰すべき事由によるも
のとみなされる規定（第 413 条の 2 第 2 項）が定められる。この結果、債権
者が、債権者の責めに帰すべき事由により債務の履行不能を招いたということ
になり、法的救済としての履行請求権が排除され（第 412 条の 2 第 1 項）、損
害賠償請求権も認められず（第 415 条 1 項ただし書）、契約の解除もできない
（第 543 条）。さらに、第 536 条で「債権者の責めに帰すべき事由によって債
務を履行することができなくなったときは、債権者は、反対給付の履行を拒む
ことができない。」とされていることから、結局、債権者が危険を負う結果と
なる。したがって、第 413 条の 2 第 2 項は、受領遅滞危険移転を示すものと
なっている。





　第 2 項では、債権総則（第 413 条の 2 第 2 項）・契約総則（第 536 条 2 項）
の規定から導くことができた受領遅滞危険移転の原則が、「履行の提供があっ
た時以後に当事者双方の責めに帰することができない事由によってその目的物
が滅失し、又は損傷したときも、前項と同様とする。」とされ、ここに明定さ
れている。
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　つまり、統一法秩序において採用されている危険移転の 2 大原則、引渡時危
険負担と、受領遅滞危険負担の原則が売買規定において明確に採用された。
